































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































11 本節諸外国の事例の作成にあたっては、NIRA（National Institute Research Advancement）よ
り公表された「Research on the Introduction of the New Public Management Approach into
Local Governments」、参議院からの委託研究資料として公表された「先進諸国における公会計制度
改革の実情等に関する調査研究報告書」、Financial Accounting Foundationの下部機関である
Governmental Accounting Standards Boardによる「Generally Accepted Accounting Practice」、
アメリカ公会計において実際に作成ならびに公表されている①Statement of Net Costs、②
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Statement of Operations and Change in Net Position、③Balance Sheet、④Reconciliation of
Net Operating Cost and Unified Budget Surplus（or Deficit）、⑤Statements of Change in
Cash Balance from Unified Budget and other Activities、財政制度等審議会・公会計基本小委員
会より公表された「国際公会計基準策定の動向」、ならびに同委員会「公会計に関する海外調査報
告」を参考としたものである。
12 ＮＰＭ（ニュー・パブリック・マネジメント）とは、1980年代にイギリスやニュージーランドな
どの行政実務現場で形成された公的部門に民間企業の経営管理手法を幅広く導入することで効率化
や質的向上を図ろうとした行政運営理論をいう。この基本的な考え方としては、①行政サービス提
供部門の経営資源（人員・予算の活用など）に関する裁量を広げ、業績・成果による監督・統制を
行う、②民営化、エージェンシー化（独立行政法人）、ＰＦＩなどを活用することで公的部門に市
場原理・競争原理を導入する、③行政サービスの提供や事業展開を司る統制基準を、行政管理型か
ら顧客主義に転換する、④これらの実効を担保するために、積極的な組織ヒエラルキー改革を実施
するといった4項目があげられている。
13 NPMを導入したニュージーランド・モデルは、隣国のオーストラリアに影響を与え、オーストラ
リアでは1990年代以降、連邦政府、各州政府においてニュージーランドの影響を受けた行財政改革
が推進されている。
【参考文献】
（１）東　信男「国の公会計制度改革の課題と展望」『会計検査研究』№22，2000年
（２）東　信男「政策評価制度の課題と展望」『会計検査研究』№32，2005年
（３）東　信男「わが国の政策評価制度の課題と展望」『会計検査研究』№24，2001年
（４）石井　薫『公会計論』同文館，1989年
（５）石井　薫・茅根　聡『政府会計論』新世社，1993年
（６）石崎忠司・木下照嶽・堀井照重『政府・非営利企業会計』創成社，1995年
（７）石原俊彦「行政評価と発生主義会計」『都市問題』Vol.92，№１，2001年
（８）石原俊彦『地方自治体の事業評価と発生主義会計』中央経済社，1999年
（９）大住荘四郎「ニュー・パブリックマネジメントと公会計改革」『都市問題』Vol.92，
№１，2001年
（10）兼村高文「自治体財政と発生主義会計」『都市問題』Vol.92，№１，2001年
（11）亀井孝文『公会計改革論』白桃書房，2004年
（12）財務省財政制度等審議会「公会計に関する海外調査報告書」2003年
（13）佐々木隆志「公会計制度改革の二視点－過去的視点と将来的視点－」『会計検査研究』
№24，2001年
（14）隅田一豊『公会計改革の基軸』税務経理協会，1999年
（15）高寄昇三「行政評価システム導入の課題」『会計検査研究』№21，2000年
（16）茅根　聰「わが国における地方自治体会計の基本的課題」『経営行動』Vol.６，№２，
1991年
191
行政評価とアカウンタビリティに資する公会計
（17）筆谷　勇『公会計原則の解説』中央経済社，1998年
（18）吉田　寛・原田富士雄『公会計の基本問題』森山書店，1989年
192
